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伽I自己申告書(2017.1.01～2019.12.31)

厚生労働科学研究費補助金難治性疾患等政策研究事業（難治性疾患政策研究事業）
難治性腎障害

申告者

所属（機関

分科会、委委

へ毛

教室/’

舗
頑

ドライン作成分科会員会名：ガイ

A・ 自己申告者自身の申告事項

1．企業や営利を目的とした団体の役員、顧問職の有無と報酬額口有
刀企栗団停かbの報剛翻か年間1UU力門以上のものを配耶

金額区分：①100万円以上 500万円以上 1000万円以上

の保有2
つの企念。

2 中間の卒
土当該株式（ 鹸有《＝ガマ 1M

金額区分：①100万円以上 500万円以上③1000万円以上

3 した凹悴から特許穂便H
1n万円じ』卜の＊‘の客醇錦1

肩や冨利を日1
コの特酔億用料が

金額区分：①100万円以上 500万円以上③1000万円以上

力4 とした団悴より、会議の出陪

た日当、講演料などの報酬

の購演料が年間合計50万円以上のも0 勿短】11

金額区分：①50万円以上 100万円以上 200万円以上

1

企業団体名 役職(役員･顧問など） 金額区分

企業名
持ち株数 〒ロ脚可呼剖小l哩

）
t l小”ノーソ 金韻陞分

企業団体名 特許名 金額 X分

企業団体名 金額区分
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5． とした回惇がハンフレツトなどの執司
刀原稿料が年間合計50万円以上のものを記 ）

黍~､ご邑
弓m令ヨ

金額区分:@50万円以上 100万円以上③200万円以上

6輔瀞織機鰄羅懸職験鍾臨鮒‘て蝋…に僅途書…愚研霊異約…｡

研究費区分 他③受託研究④

金額区分： 100万円以上 1000万円以上 2000万円以上

辮辮鵬鰡箆蝋鰯瀧騨艫鴫黙謝じて蝿が蕊興飽に……7

刀 か間1UU力門以のものを配

金額区分:O100万円以上 500万円以上 1000万円以上

8

9 型の報酬
の令垂・同卸

く
一
一

金額区分： 5万円以上②20万円以上

望

2

企業団体名 金額区分

企業団体名 叩lフ函… 金額区分

企業団体名 金額区分

10

企業団体名 寄付講座の名称 設置期間

企業団体名 報酬内容 金額区分



B.申告者の配偶者、一親等内の親族、または収入・財産を共有する者の申告事項

該溌壹恕理舗貧I逵誓詔:をお付けの場合は下記項目の記入は必要ございません。
口申告事項有り：下記の該当項目にご記入ください。無い項目には「無」にしを付けてください。

企業や営利を目的とした団体の役員、顧問職の有無と報酬額口有 . □無）
（1つの企業。団体からの報酬額が年間100万円以上のものを記載）

該当者氏名 甲告者との関係
企業団体名 役職(役員･顧問など） ｜

～

1

金額区分

＝
、

金額区分：①100万円以上 500万円以上 1000万円以上

株の保有と、その株式から得られる利益（1年間の本株式による利益） 口有 ・ 口無）
（1つの企業の1年間の利益が100万円以上のもの、あるいは当該株式の5%以上保有のものを記載）

該当者氏名 申告者との関係
企業名 」－持ち株数 ｜ 申告時の銅直(一株あたり） ’ 金額区分

2

、

ｊ
‐
「鮪

金額区分：①100万円以上 500万円以上③1000万円以上

3．企業や営利を目的とした団体から特許権使用料として支払われた報酬
（1つの特許使用料が年間100万円以上のものを記載）

n有 ｡ D無）

申告者との関係

’ 金額区分

該当者氏名

企業団体名

’
’ 特許名

士

甲
■
Ｉ
Ｆ

１
１｜ ’

金額区分：①100万円以上 500万円以上③1000万円以上

誓約：私の利益相反に関する状況は上記の通りであることに相違ありません。私の当該研究班での業務遂行上で妨げとなるこれ以外の
利益相反状態は一切ありません。なお本申告書の内容は，社会的・法的な要諦があった場合は公開することを承認します。

ｆ溌
税

Ｆ

族矛塵請錘壁申告者署名
Q 0

．

受付番号

(本申告書は､任期満了､あるいは委員の委嘱撤回の日から2年間保管されます）
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自己申告書の欄が足りない場合に配入出来なかったものについてご記入ください。 (別紙）

申 告者氏名 ：

＜申告事項＞
1．企業や営利を目的とした団体の役員、顧問職の有無と報酬額
2．株の保有と、その株式から得られる利益（就任時前年度1年間の本株式による利益）
3．企業や営利を目的とした団体から特許権使用料として支払われた報酬
4．企業や営利を目的とした企業や団体より、会議の出席（発表）に対し、研究者を拘束した時間・労力に対して支払われた日当

講演料など）

5．企業や営利を目的とした団体がパンフレットなどの執筆に対して支払った原稿料
6企業や営利を目的とした団体が提供する研究費
7．企業や営利を目的とした団体が提供する奨学（奨励）寄付金
8．企業などが提供する寄付講座
9．その他の報酬（研究とは直接無関係な、旅行、贈答品など）

（

申告者

仏．B)

申告
番号

適用 御甑~了繍－5 金額区分
俗項目を参照して下

さい）
など

＊2の場合は持ち株数および株価を記
載

企業・団体名

｜ ’
’

E
I

后

｜ ｜
*記載項目数が足りない場合はコピーしてく提さい。
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